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国 内 純 移 動 人 ロ の 性 • 年 齢 階 層 別 推 計 *

作

.

俊1

/

は じ め に  •

. . . . . . .  ' . ' ， ： ぐ . ' . . ' .  : . . . へ. . . .
' '' - ； ,
こ の 論 文 は 国 内 人 口 移 動 に か ん す る 一 連 の 定 量 的 研 究 め 第 1 次 報 告 で あ っ て ， 戦 後 1 5年 間 （昭

和 25〜奶年 ) における都道府県間純移動人 U を， 国 調 生 残 率 （C SR )の 前 進 法 に よ っ て 男 女 別 • 5 歳 

階 級 別 〖こ推計したものである。 '

観察期間を戦後に限っためは， いってみれば当面の必要からであって， 引き続き ~ ~ •時の経過と 

は逆になるが， 戦前期にも遡り /こいと考えているし， 国勢調査の利用できる期阖についてら , 現 に  

推計作業が進行中である。

幸いなことに， •日 本 の ば も い 府 県 別 に 生 命 表 生 残 率 (LSR)が利用できる。 C S R に か え て L S R に 

より別途推計をおこなうことも， 今後の課題である。 ， .

ごの树究の核心は，純 移 動 人 ロ を 性 • 部 齢 階 層 別 に 猶 丨 寸 る と こ ろ に あ る 。 f t 前からの国勢調选 

に お け る 本 籍 地 （出生地）• 遠住地別統計， 戦後の住民登録人口翁動報告， あるいは各種調道の常併  

地 • 従業地統計などは， いずれも年齢別移動の情報を与えないのである。

§ 1 では瘙済成長と国内人口移動との関連を概括的に検討し， 長 期 に わ た る 年 齢 別 人 ロ 移 動 推 計  

の重要性を述べる。 § 2 では推計方法， ならびに菡礎的な概念などを説明する。 推 訏 結 果 の チ ヱ ッ

ク と 2， 3 の 典 型 府 県 の 状 況 を § 3 で， また若干の整理とファイ : ン デ ィングを § 4 で， それぞれ扱う
.

. .  ■ ■ ■ • . ■ ■ : ......... ：

1 . 経 済 成 長 と 国 内 人 口 •動
. ♦

' ' _. _ , .....

近代 的 経 済 成 長 が 急 激 な 人 m膨 j辰ど， それを上まわる物的生途の拡大丨こよって特微づけられると

V、うことは， すでに今日共通の認識である。 いいかえれば , と き に 「人丨コ爆発」 ともいわれる人口
_ ■ • _ _ ' >    . . . —._:  -

* この研虎作業にあたっては，森丨T丨与四七，：羽蚜素子, 小 林 一 ，吉本則子/ 夫明信治の諸嵙から,多くの奴スし 

揸助を受けた。とれらの方々に深く感謝する，

へ .
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国内純移動人Wの性•年齢階屑別推評

増加と，人口 1 人当り生産物ニ所得の急速な上昇こそ，近代経済成長の本質なのである。

いうまでもなく物的生産の増大は，絶えざる科学，技術の進歩を工業体制•産業組織を通じて受 

け入れることによって，達成きれた。 したがって，近代的経済成長とはr工業化J のプロセスにほ 

かならない。そのためには，ひとびとを農地から解き放ち，都市の工場へと動員することが必要セ 

あった。「都市化」の進展は近代的経済成長にともなう構造変化の別の側而である。

持続的な所得上昇，物的消費の増大は，医療衛生の改善とともに，過酷な労働条件，悲惨な生活 

状態のような社会環境の存在にもかかわらず，全体としてみると，人口の自然増加をもたらした。 

所得成長と出生率との関速げあまり定かではないが，よしんぱそれが一方的に低減するものとして 

も/ 死亡率は傾向的に下降したから，結果的には人口の自然増加がもたらされた。

人口の社会増加は，もちろん経済的機会の豊富な地域において顕著であった。大洋航路や長距離 

鉄道の発達は, 大規模な国際移民を可能にしチこが，かりに封鎖的な経済社会であっても，経済成長 

の始動とともに大量の国内移動が，運輸通信網の整備に助けられて，おこった。また,.工業のみな 

らず各種の便宜供与の必要から，新しい就業機会が都市を中心に作り出された。 ,

したがって，任意の地域について考えるなら，人口の自然増加はもとより，その社会.増加もまた 

地域内の所得成長, あるいは就業機会増大の関数だといってよい。これらの地域の適当な結合をも 

って国民国家とみなすならば， （逆に国民国家を適串な地域に分割して考えるならば).人ロの自然 

増加，そして社会的流動は経済成長の増加関数となる。その国民国家が鎖国の状態になければ，人 

ロの社会流動のなかにはプラスまたはマイナスの国際移民が含まれようし,逆のばあいには国内人 

ロ移動が含まれる。

したがって，農業から非農業への，あるいは地方から都市への人口 • 労働力の流動は，「都市化」

と 「工業化」の随伴現象であり，近代的経済成長の前提条件である。このような流動は多様な政洽

的，経済的，社会的な競争メカニズムを通じておこなわれ, . 流動する人口はそこで淘汰寄れる。ま

た人丨:丨が流動可能であるためには，，種々の文化的，経済的，心理的桎結から切断されていなければ1 
(3)

ならない

一国人丨:丨が均質的な人問の集合でないことはいうまでもない。性.年齢といった属性はひとびと

注（1 ) 国K固家（nation) •を経済成提研究の站木的親察堪位とする理山については，《■クズネッッ•近代経済成提の 

分析（上)』（塩野谷祐ー說，朿洋経済新報社，昭和 43尔）pp. 16-18を参照。

( 2 ) 丨3本では地地的. 歴史的条件からして，国際移Kは—— 流出，流入ともにBi喪性が乏.しく，国内人丨:丨移動こ 

そ決矩的に驳であったとおもわれる。この点スウエーザソ\ヒ関するつぎの研究が示唆的である。D, S, 
Thomas, Social and Economic Aspects of Swedish Population Movements, 1750-1933 (New York, 1941) pp.. 
26-28 & 304-317. / . , . ,

( 3 ) 人丨:丨移勋における淘汰(selectivity)と切断（detachment) については，つぎを参照のこと。S. Kuz油t3r 
“IntroducLion” to H. T‘ Eldridge and D‘ S. Thomas, Population Redistribution mul Economic Growth, United 
States, 1870-1950, vol. Ill (Philadelphia,196め ， .

■— ™ 30 ( ^ 5 4 ) ----- -

国内純移動人ロの姓:•年齢階層別推計

を大別するもっとも基本的な因子である。さらに性• 年齢がおなじで、あったとして:も，,そめ所属出 

生集団が異なれば，おそらくかれらは十分に異質的であろう。出生集団がおなじであったとしても, 

職業, 家族，あるいは教育等々の因子にょって，ひとは類別されねばならない。おそらく篼極的に 

は個人そのものが，識別の最小単位となろう。 、 ， ’

, しかしながら，一考の性 • 年齢集団，あるいは同時出生集団に所属するひとびとは，経験にょれ 

ば，相共通する属性をもち，ょく似た行動をとる。たとえば,.青年は数々の淘汰を経て壮年に至る 

し，女子は男子にぐらべて家族的束縛から切断されにぐい。そめ意味で，未婚の青年男子は，もっ 

とも流動的な人間集団で'ある。そこで，第 1 次近似として性•年齢集団別にその流動状祝を分析す 

ることは, 経済成長と国内地域の構造変化とめ関速について有益が結果を産むことが期待される。

• 経験科学の常道は仮説を経験に照らして検証してゆくところにある。管理実験のくりかえしが許 

'されなければ，過去の歴史に問うてみるほかはない。ある出生集団は歴史の産物であジ，同時にそ 

のにない手である。だからかれらの行動と属性はつねにュニークなはずである。すくな:くとも各出 

生集団の軌跡を究明する必要がここにある。 . ：.

- ' 2 . 定 義 • 資，料 •方 法  ' ベ

' _' . : • - ■ I•ン .： .-■ . ■ -.. : . , . ’ -

. 国内人口移動は, 部門，職種，地域等さまざまの侧面から，これをとらえて分析できるし,また 

しなければならない。ここで扱うのは，地域間移動，とくに都道府県間の人口移動に限られる。行 

政劃としてめ .都道府県が，この研究にとって；t 適であるかどうかは，むろん判然としない事:柄で 

ある。もっと集計された地方について推計するのが良いかもしれないし,あるいはもっと細かな市 

町.村間移動を扱う■のが良いかもしれないp .

「都市化」を重視する立場からすれば，都鄙間移動こそ問題とすべきでもろう。「工業化」中心の 

問題意識からであれば，農工間移動が主要課題となることは，見易い道理である。すくなくとも， 

経済学的に/かつ人に丨学的に，経済成畏とのかかわりあいにおいて，国内移# に接近しょうとする 

とき，都道府県がもっとも適切な地域区劃であるとの保証はない。 しかし最惡だとする理由もない， 

推計の回的と難易からみて，無理なく妥当な選択かとおでう。当西は結果にょって判断+ るょりほ 

かにない。. ’ .

資料はすべで戦後4 冏の国勢調迹(眧和25年, 30年, 35年，40年) にょる。 ほがに昭和22年の臨

時国勢調迸があるが, 終_ 後問もないじ, 5 年間艏からはずれるので，翁いた。 したがって25尔

冷、ら4 0年一もっと詳しぐは 25年 10月 1 日から40年 .9月 3 0 日一一までの15年間における純移

    ；--------------------— - _ • ：_________ — — ^  ン ペ .... ' '
注（<0 経济成芦に伴なう丨11内地域の措造変動の研究を目的とするうえで，可能なかぎり細かく，かつ十分に総体を 

見波すのには,都道府傾を紋察取位とするのが,资料の盤猫と訐算の便笪上からも，最適だろうとの判断に立つ，

—：~  89 (555) -
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動を，性 ‘ 年齢別に次の手順にしたがって，推計する。

任意の地域における，時 点 i の ：?•歳人丨—J I V は （なお性別は，简¥ にするため無祝する）

Pit^P.s—D—M +N (1 )

とあらわされる。ここで有辺P,-s は t に先立つ時点s における当該人口である。 そこで， t= s + 0  

とすれば, 当然 i ニ钎没となる。続く，D, M, N はそれぞれ,期間中における当該人口集団の死 

亡，流出, 流入である。かれらはむろん，期 首 （s) K  i 歳，期 末 ⑴ に は i 歳である。

(D + M )はこの地域における当歳人口の減少要因である。ま た (N -M )= N M は純移動となる 

〈ブラスなら純流入，マイナスなら純流出)。海外への人口流出，あるいは海外がらの人13流入を認めれ 

け:，M および N にはそうした国際轸動が含まれるが， 日本全体としても国際移動はきわめて少
(5)

数であったから，これを無視し, M と N は国内移動だけをもって成っているとみなす• .

ところで該当人口の期間中の死亡率5 は， •• -

メニ D/P,_s 

これを（1 ) に代入し，整理すると,

N M 尸  P ，t — ( 1一めP fs ( 2 )

.ここで記号N M は純移動（N —M )を示す。添字：?•および f は，まったく便宜上のもので,このよ 

うに期末S 準のほかに， 期首基準 M ) をとっても，かまわない。 以下では原則として期末基準 

をとる。
; ■ • . . . . .  .■ . . . . . • •' 

われわれは国調によって， 毎 5年ごとに都道府県別に， 性 • 年齢階層別（5爾階級〉人口を知る

ことができるから—— つ ま り 0 = 5 に選び， 任意の性 • 年齢別人ロ集団の死亡率5， まだは生残

率 (1 一 d ) を知ることができれば，純移勁人ロ推計が可能である。そのような生残率としては,つ

ぎの3 種が利用可能である。 .

第 1 はいわゆる人口動態統計によって, 各出生集団ごとにその死亡数を期間中累計計算し,これ 

より死亡率ならびに生残率を得ることができる。死亡届洩れおよび集計の誤りを無視すれば,これ 

代もっとも芷確な生残率となるであろう。ただしそれにしても，集計のコ ス トが大きく，実行可能 

性は小さい。
■ . . • 1  ̂■ 1 

馆 2 に都道府県別生命表から生残率を求めることができる（以下これをLSRと略称する）• 上記の

突際生残率にくらべると，これはいくつかの利点をもつ。死亡届なと*b 洩れや誤りが補芷.されてお

り，都道府県別の生残率格差一一それがも.Lあるとすれば- — を，イノクスプリシ ツトリに考慮する

ことになるからである。 しか生命表算出のプロセスにおいて，国調時前後3 年の資料しか使われ

注（J5) : 侮国調時における在日外丨g 人の総人口に由める割合は，たかだか0.7—0. 6 % にすぎない。口木人の純移動 

については次節前半の談論を参照のこと。 •

< 6 ) しかし乳幼兕層をのぞき，死亡数は5歳階級別に集g f されてしまっズいるので，その各年果計には死亡傾の 

W集 ffl•が必袈である。 '

90(856)
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ていないこと，各毺の規準化がおとなわれていること，また5 歳階級別の簡速生命表のばあい近似 

誤差が含まれることなど，欠点も多卩。

第 3 の方法として，国調生残率 (CSRと略称）.を使うことが， 考えられる。 いま国際移民がゼロ. 

で’あると仮定すれば，時点 s で i 歳であったものは，国内でどのような地威間移動をおこなったに 

せよ , 死亡を除けば_ 内に留っているはずであるから, 0 年後の時点 i の；?•歳人口との比を作れば， 

それは当該出生_ 団の生残率となる。 ''

したがって, 封鎖人口の仮定がどの程度の妥当性をもっかが, CSR利用の分岐点となる。 いま 

ひと' P ,全地域に共通の生残率が適用されることになるので，もし地域間に生残_ もしくは死亡率 

に大き：&格差があるばあいには，各地域の純移動推計値にかなりp 誤差発生が予想される。この点 

L S R は全国平均の国民生命表しかないばあいは別だが， われわれのように都道府県表が利用でき 

れば，誤差が少ないことになる。そのかわりC SRによれば，各 時 点 ( s ,か‘.等）における現苻人II 

ストックとフ卢一推計値とが， わずかな計算誤差を除けばバランスするはずである。 しかしLSR 

では, そq 意味でのバランス• チ :C ックができない。

どちらe も一長一短があって，. いずれを採るかは，ァ • プリオリには定められない。以下ではま 

ず, もづともコストのかからないC SRによる推計をおこなう。 L S R による推計は後日の課题で 

める。

, .... • . . ■ • ....

3 . 推 計 の 結 果

. : . . . 'グ . ■ : ' . -
' <

表 1 は過去4 回における国調の全国男女別• 5 歳階級別 • 人口一覧表である。90歳以上，および 

年齢不詳者を除いて， これより生残率を求めると表2 のとおりになる。 ここでの問題は， 35〜仞 

年欄における男女各3 階層セ、1 を超えている数字である。すなわち，，男子では25/29歳 , 30/34歳, 

35/如 歳 の 3 階級で, また女子では5/ 9 歳 , 10/14歳および25/29歳階級で（なお，この年齢陪層は前節 

の約束どおり，各期末，っま.りいまのばあいなら40年国調時の年齢階層である），生残率が1 を超えている。 

国際移動ゼロの俾定がみたされているかぎり，生残率は1 もしくはそれ以下でなければならない。

あきらかに, 国 際 (純) 移動はゼロではなく，海外からの帰国者もしぐは来住者が芷味プラスに 

'なったとみなくてはならない。表 3 によってみると，問題の$ 階級において，3 5年から4 0年へか 

ぼ i ：外国人の純流入があったと考えることはできない。 男子 3 階級で 1 ,000人増， 女子 3 階級で 

3,000人減となっており（外国人欄参照〉, 当該出生集団の増加は；おおむね日本入によって占めら 

れているのである：
. . . . . .  . ■  ̂ _ . . .  - ' !

洋<7 ) 水岛治夫r生命表の研洗j (朱保文化研究所，昭和38年） ' ，

<8)  CSRにかえて全国表L S Rを使う力法も，丰問的力法と七て考えられる.

. . *—~  91(867) ——-
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表 1 扔女別* 5 歳階級別国調人口

务间調時の 劣 . 女

年 齢 階 層 2 5 年 3 0 年 3 5 年 4 0 年 2 5 年 3 0 年 3 5 年 4 0 年

0 / 4 歳 5, 718, 490 4,726, 330 4, 012, 563 4 .149, 581 5, 486, 967 4, 521,411 3, 831,870 3, 983, 902
5/9 4, 825, 426 5,636, 491 4, 702, 331 3, 995, 011 4, 697, 239 5, 406,101 4,502,304 3, 854, 281

10/14 4, 400, 387 4, 815, 800 5, 620, 477 4, 670,170 4,299,530 4, 692, 017 5, 397, 061 4, 513,237
15/19 4, 317, 567 4,341,369 4, 677, 763 5, 478, 341 4, 250,101 4, 284,150 4. 630,775 5, 373, 547
20/24 3, 835, 815 4,196, 415 4,125,266 4, 496, 297 3, 889, 727 4* 206, 828 4 .193,184 4, 572, 392
25/29 2,821,898 3,775, 382 4, 094, 656 4,157,028 3,363,222 3, 828, 946 4,114, 704 4,206,801

- 30/34 2 ,360, 240 2, 797, 239 3, 746, 898 4 ,147, 254 2, 841.997 3, 319, 693 3, 770, 907 4,110, 076
35/39 2, 376,105 2, 319, 498 2, 763, 208 3,747,509 2/671,968 2, 795,628 ,3,274,822 3, 751, 030
40/44 % 198, 955 2, 324, 750 2, 274, 344 2,729, 666 2, 284, 025 2,620,580 2, 744, 786 3, 231, 736
45/49 2, 018, 848 2,135, 515 2, 256, 804 2, 224, 594 1,985, 701 2, 231,658 2, 559,755 2, 697, 217
50/54 1,719, 275 1,929,249 2,040,674 2,172, 903 1,669, 393 1,920, 241 2,160,716 2,485,095
55/59 1,378, 661 1 ,607, 703 1,802,182 1,930, 469 1,370, 368 1,597, 811 1,839, 025 2, 071，540
60/64 1,109, 567 1,226,793 1,437, 574 1,625, 089 1,194, 328 1,269, 800 1,494, 043 1,719, 370
65/69 795, 919 919,056 1,026, 993 1, 218, 867 974, 796 1，047, 963 1,133, 409 1,343, 444
70/74 540, 291 593,776 693, 566 788, 994 741,317 798, 886 870,238 955, 567
75/79 267, 690 342,059 376,706 451,871 417, 963 533,642 577, 972 644,043
80/84 95, 589 133,192 169,144 186, 946 180,194 244, 595 313,781 341,170
85/89 24, 507 33,852 48,193 60,127 54, 546 77, 503 107, 620 139,031
90/94 3,741 5,369 7, 678 12, 855 10,406 15,251 21,598 33, 858
95/99 484 423 555 834 1,627 1,566 2,212 3,004

100+ 25 37 27 39 72 121 117 175
不 詳 2, 280 420 2, 390 420

表 2 国 調 也 残 率 （CSR) (小数位5桁）

，年 齢 25—30 年 30—35 年 35—40 年

m  )0 思 女 男 女 女

5 / 9 歳 98566 98526 99492 99577 99563 100585
10/14 99801 99889 ' 99716 99833 99316 100243
15/19 98659 99642 97134 98695 97471 99564
20/24 97194 98982 ^5022 97877 96121 98739
25/29 98425 98437 97575 97810 100770 100325
30/34 99126 98706 99246 98480 101285 99888
35/39 98274 98368 98783 98648 100016 99473
40/44 97839 98077 98053 98181 98786 , 9 8 6 8 4
45/49 97115 97707 97077 97679 97813 98267
50/54 95562 96703 95559 .96821 96282 97083
55/59 93511 95712 93413 95771 94599 95873
60/64 88984 92661 89418 93506 90173 如494
65/65 82830 87745 83714 89259 84786 89920
70/74 74603 81954 75465 83041 76826 84309
75/79 63310 71986 63442 72347 65152 74008
80/84 49756 58521 49449 58800 49626 59029
85/89 35414 43011 36183 43999 35548 44308
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国内純移動人口の性•年齢階層別推許

表 3 6 階Mにおける人0 増加の国籍別明細
(単 位 1000人)

子 女 ； 子

年齢階級 .人 ロ ' 3 5 年 4 0 年 40年一35年 年齢階級 人 ロ 3 5 年 4 0 年 40年一35平

総人丨コ 4,125 4,157 32 t 総 人 ロ 3, 832 3,854 22
25/29 歳 日 本 人 4,102 4,133 31 5 /9 歲 日 本 人 3,802 3,825 23

外 国 人 23 24 1 外 国 人 30 29 - 1

総 人 ロ 4, 095 4,147 52 総 人 ロ 4, 502 4, 513 11
30/34 歲 日 本 人 4, 076 4,128 52 10/14 歳 日 本 人 4,465 4,478 13

外 国 人 19 19 0 外 国 人 37 35 - 2

総 、人ロ 3,747 3,748 1 総 人 ロ 4,193 4,207 14
35/39 歳 E1本人 3, 727 3,728 1 25/29 歳 、 日 本 人 4,170 4,184 14

外 国 人 20 20 0 外 国 人 23 23 0 •

「出A 国管理統計」は大変に不備であって， 日本人については39年 4 月以前は，男女もまた年齢 

も記録されず， そめ出入国総数がわかるけである。「人口動態統計」によって， 該当年齢人口の 

死亡数を累計すれば逆算が可能だけれども， r-i本人についてば5 歳以上，また外国人死亡数も年齢 

が 5 歳階級別にしか得られないめで，推計上困難が残る。これらの諸銃訐をもとに総理府統計局が 

推計した結果によると（「全国年齢別人ロ推計」各年)，入国超過数の推移はつぎの表4 のとおりであ 

って，男子のばあい日本人，外国人ともに出国超過から入国超過へ，また女子のばあい出国超過数 

が減少する方向をたどってはいるが，しかしその数はたかだか1 ,000人未満であるから，忽然とし

表 4 統計局推訐人口の入国超過数
(堦 位 人 。マイナスは出国超過）

人 0 年 度
奶 • 子 女 子 •

総 人 ロ 日 本 人 外 国 人 総 人 ロ '日 本 人 : 外 国 人

3 5 〜 3 6 年 一 21,216 一 8, 242 -12, 974 -10, 890 —2, 440 一 8, 450
36 〜 37 一 7, 657 -5 , 400 — 2,257 — 587 — 1,526 939
37 〜 38 — 3,967 — 4,766 799 — 2,222 一 2, 734 512
39 〜 40 2, 088 1,080 1,008 - 777 - 1 , 601 824

て 40年にあのような入国超過が現われたとは, 信じがたい。

残る問題点は，国調35, 40年, とくに40年分の信頼度いかんであろう。表 5 は, 35, 4 0両年の 

各歳別A  r丨の関琿部分一覧である。3 5年にくらベ40 年人riの方が大きくなっセいるものには,チ 

ェック（ゾ> を施してある。 男子のばあいチX ッグは21〜31歳の各歳にわたっており， 女子のばあ ' 

いには0〜11歳に及び，さらに26, 27歳につけられている（年齢はいずれも35年国調時のもの）。 40 

年以前にはこのようなチェックはひとつもないことから推すと，35年以前にはなかったような調迹 

上の齟齬が40年には伏在しているのではないかと，想像される。 ’

-— • 93 (859)—
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国内純移勡人ロの性. 年齡階層別描ft*

表 5 畀女各歳別人ロ（40歳未満，35, 40年）

94 (860)

35年当時の 

年齡階層

男 子 女 子

3 5 年 4 0 年. 3 5 年 4 0 年

0 歳 ‘ 807,846 798,843 769,067 ✓ 769,219
1 816,090 , 814,583 778,751 ゾ 785,013
2 791/599 v  793,017 757, 515 ✓ 767,004
3 773,432 770, 261 739, 679 ゾ 744,459
4 823,596 818, 307 786, 858  ̂ 788,586
5 874, 692 864, 370 834, 465 ,831,458
6 870, 430 862, 350 830ミ 353 ✓ 830,716
7 : 923, 710 920, 094 888,779. v 893,163
8 981,887 979,163 942,015  々 9 4 8 ,0 3 1 .
9 1,051,612 1,044,193 1,006, 692 プ 1, 009, 869

10 1,139, 934 1,126, 864 1,094,230 ゾ1,097,016
11 1,260,701 238, 803 1,211, 928 v l , 213, 802
12 . 1,254,187 1,223.286 1,205, 257 1,199,896
13 1,196,162 1,158,183 1,147,050 1,137,233
14 、 769, 493 731,205 738,596

15 811,149 772,148 794,863 781,154
16 983, 874 936,013 970,859 953,606
17 951,079 911,787 940, 289 929,169
18 978,168 943,005 970,970 . 960,613
19 953, 493 933,344

....-■■■暑.
953,794 947, 850

20 864,113 858,006 872,519 872,150
21 754,786 ゾ 754,858 766, 354 767, 934
22 808, 246 ゾ 817,531 827,142 832, 674
23 842,266 レ 854,529 858,415 862, 429
24 855, 855 ゾ 872,104 868,754
25 832,680 ノ 844,590 842, 303 839,450
26 805, 505 ン 819,336 814,085 ✓ 815,832
27 824,459 た 835, 855 835,220 ✓ 831,390
28 821,795 ✓ 830,998 819, 089 817,659
29 810/217 ゾ 816,475 808, 007 805,745
30 . 778,418 ゾ 783,908 774, 690 773, 596
31 766, 617 v 770,950 767,002 765, 423
32 753, 399 753,137 753,047 748,908
33 . 731,611 729, 733 738, 925 733,997
34 716. 853 709,781 737,243 729,106
35 • 667,037 661,458 711,426 702,623
36 597, 734 . 592, 291 668, 322 662,581
37 529, 845 524, 584 653,057 646,5^7
,38 496, 244 ,490,877 633,642 626,432
39 472, 244 460, 456 608, 375 593, 563

醒 ni"ill
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いまのところ，これ以上この問題を設索し,改善妙える可雛は乏しで。そ こ で ， さしあたり 

は表 2 のままで採用することとしたが， CSRが 1 を超える各階層の推計値には（そして35-40年の 

推計値にも)，国際純移動および調査に由来する誤差が含まれていることをi覚播しなければなるまい 

とくに量的にいって男子30/M歳階級の1.媒という教字には , 少なから1ぬ間題が残されていると 

ぉもぅ。 ： :
定義によってCSRは •：

CSR尸  Pj4/P,-S •

である。ただしゴ チ ッ ク P は .‘

P.、—.与1\8(ん〉， Pパ= 2 P ，-<(ん） ；k ~ \ y 2, “ .…, ：46

のとおり，全囯当歳階級人口である（力ッコ内の記号A：は都道府県番号)。，そこで，任意のゴ/(j.H-4)歳階 

級にっいて府県⑷別に得られる純移動人口推計値N M ^ )は,

NMJt(A;)= PJt(k)—CSRy • P,s( )̂ ，マ）

けっいて合計すると  ノ ： ■

腿 パ = |]N M パん)= 现 ,(ん) - CSR,-•肌 (ん）

==PH — GSRj- • P ts= 0  (•パ）

とならなくてはならない。もちろん，計箅誤差の存在がこのバランスを破るが，われわれのばあい 

誤差は各階級とも毎期， 2 桁 30人未満で、あっぞ。

都道府県別に，推計結果を掲げることは紙幅の制約もあって，とうてい不可能であるからここ 

では新潟， 埼玉， 兵庫の3 県にっし、てグラマを描き，简単に一覧するにとどめよう。図 1〜3:がそ 

れである。新 潟 （図1 ) は典型的な人口流出県であって， 全階層とも多量め（純) 流出をみている。 

年齢刀丨Jでは20歲を.中心とする前後10歳層の流出が群をぬいており，男女とも約3 万人に近い期 

間ごとには舆女とも流出数は务階層ほ保同数であって，この流出酣線は安定している。

兵 腺 ( M 2 ) は流入镇の代表である。 流入曲線の形, っまり年齢別の流A 状況は各期間ほぼおな'  

じといってよい。 ただし60歳以上の老齢層の流入数は, 25—30年には右端に小さな丘を形作って 

いたか， 35—40 年になると.姿を消してしまっている。 したがって， 相対的にはそれだけ老齢者流 

入の減少‘，っまり流入人口の相対的名:年化があったと，いってよい„ しかし数の上では少ないか 

ら，.これが流入者の乎均年齢を大幅に励かしたとはいえないだろず丨 

そのほかでは， 男女とも侮年20歳中心の青年層が頂点をなしていることは， 新潟のばあいと同 

様にかわらないが，仔細にみると觅子では20/24歳，女子では15/19歳とり、うように頂点間に5 歳

注（9 ) 全国生命表生残率によって，問題の階級別生残数を求め，残差を純国際移動と太なすことが可能だけれども 

各 年 r前速静止人口表(也命表)」によってみても5 年丨H]の生残率変化はかなり急速である。

( 1 0 ) したがって, 质理的にいえば，われわれの推針値は末尾2 桁にかんしては相効セはない。

( 1 1 ) 一般に者齢層については，乳幼児厝同様，生残率の近似度が低い#
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図 1 . 1 新 潟 県 ノ 扔 子
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0  2.1 兵 扉 県 / 男 子

流人

図 2 .2 兵 庫 県 . / 女 子
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国内純移動人口め性•年齢階層別推計 •

のずれがあること， また25—30年 （約 1 万) か ら 30—35, 35—4 0年の両期にかけて， 流入が倍 

加していることが，わかる。なお多少の交錯はあるが，全体としてみれば流入曲線が男女ともに， 

順次上方へ変位しているc つまり d屯）流入総数の増加が記録されているととも，注目に値するで 

.あろう。 . .

このような（純平均）変化の原因は，経済発展にこれを求めることができるであろう。さきめ新潟 

のばあいには，眼でみるかぎり，このような大幅な（純）流出の増加が3 0歳から 6 0歳台の壮年層 

でとくにはっきりと認められる。他方流入県の兵庫でも同様の（純) 流入増加があったのだから， 

双方の側でいわば話は合っている勘定になるが， しかし埼玉（因3 ) のよ念なケースがあることを

国内純移動人0 の性•年齢階層別推計

図 3 . 2 埼 玉 県 ， 女 子

梳入

ではないが，ただし埼玉ほど劇的な変化を遂げたものはないので，図示を割愛した。 •

埼玉はその意味でもっとも顕薯な地域構造変化の例である。このような_ 遒変化を含各ながら, 

人口流動が大規模化したといわねばならないであろう。なお墻主にかんして際立った寒f実は,完全 

な流入県に転化するとき（邪一40年）まで，3 0歳前後および60 歳前後のニ個所にそれぞれ湏点があ 

るという点である。 25—^ )年のばあし、は,いわば完全な流出|11丨線でもるから,このふたづ6 頂点 

は談当年齢層での（純）流出が少なかったことを示している。 30—35 年になる'と60歳以降を除き， 

曲線は大きく滩入側（グラブ上半分）に变位しているので, 頂点は(純)流入が比較的大きかったこと

 99 (865) — *"
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を示すわけである。

v . : . ,
4 . 見 出 さ れ た 事 実 ' '

.' ': . . .

以上のようにして都道府県別に推計された移動人口をまず年齢階層別に；，ついで地域別に概観す

る。ただし，年齢嘴層については14歳以下，および7 0歳以上を除き,ほぼ労働力人口と考えられ

る人口集団に限る。丨この原則は2 0地域別（詳細は後述）の考察のばあいにも，適用される。，

表 6 は年齢階層别の集中表だが， これについてはまず， 年齢階層を30丨歳以上人口にかんしては

10歳階級としたこと，また30歳未満人ロにかんしては5 歳階級のままとしたが， 途中に 15/24歳

という10歳階級を# 掲したことを，断っておかねばならない。右 端 の （I5/印歳) 列，および（25—

40年) 行はそれぞれ:の合計欄に相当することは,' いうまでもない。最後垮,このように全国言十を作

，ると，（純）流出と t純) 流入の和は計算誤差を除けば，ゼ口となづてしまう。ここでは（純）流出人 ' > .

表 6 性別 • 年齢階層別流出人口*
; ()|1位：1,000 人)

期 間 15/19 歳 20/24 歳 C15/24 歳〕 25/29 歳 30/39 歳 40/49 歳 50/59 歳 60/69 歳 15/69 歳

25—30年 i390 423 812 129 101 67 38 22 1,981
30—35年 609. 501 1,107 128 110 49 32 16 2,553

子 35—40年 629 531 1,160 210 251 • 82 48 24 2,935
25—40年 1,628 1,454 3,079 468 462 198 118 62 ?,468

25-30年 • 301 243 543 151 128 80 49 31 1,525
女 30—35年 450 301 746 168 103 51 37 21 1,876

子 35—40年 522 346 842 208 190 73 51 25 2, 256
如一40年 1,273 889 2,131 527 420 204 136 77 5,657

* 丸めのため合計が一致しないものがある。

I:丨の合計をもって移動人口とみなしていることに，留意したい。

さ て （15/69歳）列によってみると， そのように定義された移動人口は男女ともに30年を境に著 

しく急増しヤおり， 35年以降も伸び率はやや鈍っだものの， なお増加を止めてはいない。 対前期 

比はつぎめとおりであるo‘

• 男 子 （30—35 年) / (25—30 年) : 1.28 (35—40•年) / (30—35 年）：1 .14
女 子 （30—35 年)バ25—30 年）：1.23 (35—40 年) / (30—35 年）：1:20 f

.そこで全体として人口移動の激化が起ったと，結論してよV、だろう。これら移動人ロの主流はいう

までもなく， も,っとも流動的な青少年層15/24歳階& であって， 男女とも総数の約40% 近くを占
• . 圓  . . . ： .

めているのだが， 30年を境とする急増期にもっとも弾力的に変化したのもこの階層であった。 斧

のととはこの喈屈の（25—30年）に 対 す る <30~~邓年）の増加率が, 禺女とも35%余であったこと

    :  ---
注 ( 1 2 ) ただし，とれは各期末拔部でみたばあいの年齢である，

•—~一 100 (806) ‘ —-
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から，. わかる。

なお表には収められていないが， 10/14 歳階級の流出動向は大変に興味深い。 それは表7 のとお 

りだが, 30—35年には大勢とは逆に男女とも約3 方の減少を記録しており， しかも35—4 0年に至

表 7 1 0 / 1 4 歳階級の流出人口

； (準位：1,000人)
25 — 30 年 30 • 35 年 35 一 40 年 25 40 部

男 子 82 49 63 194
女 子 80 . 46 ： 61 187

っても6 万余を出ていない。がれらの帰趨は5 年, 10年後には直ちに, もっとも流動的な15/24歳 

階級に影響するので, 軽視できないであろう。

，表 8 は地域別集中表であるくここで裇域とはそれぞれ表側にみるとおり， 都道府県を適宜2〜 4 

県ずつ統合した2 0地域である。 移動々ロの数字そのものは，（純）流出入を相殺した正味数であっ 

て，表 6 のような流出合計数ではない。 そして， この表を縱方向に集計すれほ, （| 丨•算，近似の誤差 

を胸こすれは’）ゼロになること，むろんである。それ}^もまして重要な点は， これらの数値は4 6都 

道府県間移動人口の推計値で釔づて， ^0地域間移動人口を示すものではないことである。 もし後 

者夕あれば，流出または流入の合計数办，いまよりかなり小さくなるはずであるノ 

■ 表中▲印 は （純〕流入をあらわすが，京浜，愛知, 阪神の3 地域は終始流; (超過を記録している, 

流出地域から流入地域べの転化は南関東が唯一であって， この傾向は30—35年に始まり， 35—40 

年に顕著になっX いる。 ほかに女子にかんして， 近畿と，紀伊が35年以降流入地域に変っているけ 

れども，数量的fこは1〜3 千どまりで,大勢に影響はない^ 事実 25—40年を通してみれば（末尾の 

2 5 -4 0年欄を参照)，.流出地域であったi しか, いえないだろう。•

残る埤域はすべて流出超過であって, とぐに東北地方，九州地方の流出増加が際立づている。'こ 

れに反し本州中央部の新福, .」ヒ関東，中部山岳，山静などでは横這いか,または減少しているもめ 

すらある。 北陸，山陰，山陽，四国などは流出増加の傾向にあるが, 大きな増加は30—35年であ 

って，そのあとは保合い状1 である。 北海道は如一35年まで流入地域であったが,その後流出地 

域に転化した唯一の例である。 ィ

以上を要約すれば，本州中心部なかんずく太平洋沿岸地帯へ向けて，南北両端から人口移動の求 

心的，集中的な波動が押寄せる様子が看取できたといえるだろう。

さて表9 は，各年齢階層別に（純）流出数の大小にょって各地域を順序づけ，表側に.示すょうな 

期間を組み合扣せ, その間の順位相関係数一一ヶンド一ルの一を計算した結果である。各 攔 （ )

’ . . ： . '  . . . •  - 、i . . パ '.:

注( 1 3 )この地域区分は表側の地域名から，蟬ぼあきらかであろう。評しくは西川俊作f地域間労働移動と労働朮場j 
■ (有斐閣，昭和41年）念'章を参照入 .
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* 丸めのため合計が一*致しないものがある。

(14)

内cp数値は有意性検定のために計算された規準型正規分布の値である。 いうまでもなくその1%, ■
5% 水準値はそれぞれ2. 5 8 , 1.9 6であるから, 1%水準でみれば25—30年と 35—4 0年とを組み合 

わせたばあいに，男女とも各3 階層の係数だけが有意ではない。

相関係数のみがけ上の大小がそのまま統計的にも有意な差であるかどうかには疑問の余地が残る 

けれども，とにかく直観的には相関係数が高ければ，当該年齢階層移動の地域パターンは，類似的 

であるとみてよい。また相関係数が（時の経過につれて）低下するほど，それだけ地域パターンに激 

しい変動があったとみていい- したがって一般に25—30年と 35—40年の相_ 係数が，上の隣り合 

わせの係数より低くなっているのは，当然である。 '

もっとも興味ある事実は，女子 15/24歳階級の25—30 年と 35—40年の r が，他のふたつより低 

くなっていない点であろう。 そのほか3 行， 6 行の係数はすべて， その上キたつの係数より2〜 4

注（14) t -2 S /« (« + 1 )の有意性検宠は，サンプル《サイズn が 10を超えるばあい（《> 1 0 ) ,スコアS が近似的に

平均0. 分妝ンニ  n(«十lX2»+ 5 )/1 8の正规分布にしたがうことを刺パJして，つぎのようにおこなう。らまり，

(S—1)/びによって规準型正規分布に変換すればよい，ただし，ここで分乎の（一1) は述続性のための袖正项で 

ある。 r の笕出方法およびその有意性検定について，評しくはM. G. Kondall, Rank Correlation, Mcthoda 
(London, 3rd. cd .1962) Chaps.1 & 4 を参照，

y 徽货纖職®^琴爾臟较辟凝沒鑛辕 f 凝;̂ 湖爲姊u w か?ふr w
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表 8 性別 . 地域別移動人口*
(卓位：1 ,000人，▲は純流入）

男 子 ；.. 女 . 乎

25—30年 30—35年 35—40 年 25—40年 25—30年 30—35年 35—40牢 25—40年

▲ 82 21 154 93 ▲ 4 ▲ 3 86 79
150 207 276 632 83 132 236 452
161 162 138 462 93 123 150 367
255 268 237 760 192 221 243 657

. 253 267 151 670 211 :■ 237 169 618
65 ▲ 26 ▲ 404 ▲ 365 71 6 ▲ 287 ▲ 211

▲1，280 ▲1,541 ▲1,280 ▲4,101 ▲ 898 ▲1,089 ▲ 1,032 A4, 020
54 70 50 173 46 65 30 141

167 120 117 404 120 74 61 ' 256
▲ 104 ▲ 230 ▲ 262 ▲ 596 ▲ ノ 151 ▲ 194 ▲ 192 ▲ 537

105 76 96 277 76 44 71 196
40 45 2 88 43 35 ▲ 3 76

’ 30 40 13 85 39 • 34 ▲ 1 73
▲ 400 ▲ 664 ▲ 694 ▲ 1,758 ▲ 359 ▲ 513 ▲. 606 ▲1，478

45 97 110 200 •49' 77 88 214
116 .177 174 468 72 98 123 293
174 249 244 668 149 178 186 513
78 200 ’ 399 678 24 123 283 ’ ： 440

104 207 221 • 531 85 143 176 403
66 254 257 578 58 209 . 207 473
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表 9 地域別流出数順位の相関係数(t)

子

比 較 期 間 15/19歳 20/24歳 15/24歳 25/29歳 3Q/3分歳 40/49歳 50/59歳 60/69歳 計

25—36 年 /30—35 年 .695 
(4： 25)

.737 
(4. 51)

,726
(4.44)

‘ 421 
は 56)

,463 
(2, 82)

,516
(3.15)

.558
(3.41)

.747. 
(4. 57)

.748
(4.68)

30—35 年 /35—40 年 .716 
(4. 38)

. 695 
(4.25)

.747 
(4. 57)

‘ 389 
(2. 37) (2. 63)

.600 
.(3. 67)

.642 
(3. 93)

.632 
(5.06)

.716
(4.38)

25—30 年/35—40 年 .442 
(2. 69)

.484 
(2. 95)

.505 
(3. 08)

X . 179 
(1.07)

X .105 
(0. 62)

X .295 
(1.79)

.379 
(2. 30)

.568 
(3. 50)

.474 
(2. 89)

女

子

25—30 # /3 0 —35 ¥
' '■ j * . : ；

.737 
(4. 51)

.705
_

*747 
(4. 57)

‘758
(4.64)

.568
(3,47)

.547 
(3. 34)

.484
(2.95)

.579 
(3. 54)

‘ 684 
(4.18)

30—35 年/35—40 年 .600 
(3. 67)

,505
(3.08)

.768 
(4. 70)

.621 
(3. 80)

. 474 
(2. 89)

. 484 
(2. 95)

.674 
(4.12)

.726 
(4. 44)

,747 
(4. 57)

25-30 年/ 35—40 年 .568
(3.47)

.474 
(2. 89)

.768
(4.70)

.526 
(3. 21)

X .232 
(1.40)

X .179 
(1.07)

X .326 
(1.98)

.389 
(2. 37)

.484 * 
(2, 95)

注 ：X 印は 1 °バ水準で有意ではないことを示す。

ポイントの低下を示しているのである。いいかえると女子の青少年層の地域的移動パターンは，觀 

察期間中ほとんど変化しなかったとみなさねばならないのである。このような安定性が一体なにに 

よるのか，現在の段階ではよくわからない。

5. 今後の研究課題

経済発展と国内人口移動の相互関係をあきらかにするためには，われわれがいま掌中に収めた戦

锬 15年間の推計値では， いかにもタイム• スパンが短く不十分である。 すくなくとも第1 回国調

峙 （大正9年〔1920年〕）まで推計期間を延長することが，必要不可欠である。そ れ も わ ず か 半 世 紀 し ：

.かカバ一されていないのだから，本来なら明治への遡及が望ましいこと，むろんである

それはともかく， 戦後 15年の推計値についていますこし立ち入った吟味と分析が必要であろう。
(16) •

ここではC SR法が使われたが，都道府県別L S R による推計を是非試みなければなら.ない。また

阔時に， 「住民登録人口移動報告丄より得られる性別ー~- 年齢の別はない一~夥動率との相互チェ

.注（i s ) ただし国調突施以前については，坶知のとおりの事情から站艟資料の段階に問題が山狱しており，にわかに 

遡及はできない。上林貞次郎編マ日本人ロ間翅研究J (協調会，昭和8 年) 199頁以下，森田俊三 r人口増加の 

分析j ( 日本評論社, 昭和 16华）43Q頁前後を参照。 '
-(16) CSR逆進法による推許結染および前進法との比較は，つぎのとおりであった，

昭和25—30年 昭和30—35年 昭和35—40印

子 2,109 (46) 2,700 (99) 3,077 (79)
女 子 1,624 (19) 1,957 (35) 2,335 (19)

ただし， これは10/14歳から 60/69歳までの移動人口総数（堆位：1000人）である。 ヵッコ内は（逆進推 

JI•値一前進油則•値）の値である。 したがって，両者の差は僅少とみてかまわないであろ

*— 103(869) — .
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ックが欠かせないであろう。この資料は府県間移動のほかに府県内移動を記録している。

C SRを用いて2 0地域間の人口移動を推計することも可能である。これによって，移動人口の移 

. 動距離分布の概要がほぽ推察可能とな？)。 ほかに,たとえば 25年国調における出生地• 現住地統 

計とか， 35年国調における1 年前常住地雜計等が， 国内人口移動の研究資料としてある。 こうし 

た関連統計との異同• 変也を，今後究明しなければならなv \

； ■ .. 一' ' .  一.. . . — . . . . .  1 . '… . '
注(17) ■推計方法の説明，歧存資料の解説，先行研究の展望JCっいては，D. J. Bogue, "Internal Migration”，in分，H,

Hauser & O. D. Duncan (ed.), The Study of Population (Chicago, 1959),館 稳 :(編) r日本の人口移動j (古今 

書院, 昭和36年> 3, 4, 7 章参照。
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世界貿易拡大のための諸政策
V.:. , .

—— 関 税 一 括 引 卞 げ を 中 心 と し て （そのH ) —

佐々波 楊 子

. .へ.':.-.:' へ . …（：..）： . . . '  .

n  V •、ニ、、•.. , v . ' . ； ■ . 、. .. ..
前稿で筆者は主に世界経済の長期成長の問題を貿易拡大との関速において取り上げた。19世紀以 

降の埤界経済の成長と,鹫易拡大とO関速は， 1导I3 年を境に二つの変化がみられる。 まず1も13年 

迄，世界貿易は経済成長をリ一ト:するテンポで拡大した。 しかし1920.年托になるとそ:の丨中長の速 

度は鈍化し, — 年觸いたると，鮮的な大不況めもとでとられた* 国の保護贸易政策は，とれ 

に更に拍車を’かけた。このような変化に対応U 1913年以降の世界貿易の商品構造のうち，第一次 

商品の占める割合は次第に減少する。第一次商品貿易の不振はおおむね長期的な構造要因に.もとづ 

くものである。例えば先進工業国における重工業化の進展とそれにともなう最終生產物单位当り办 

第一次商品投入量の低下がそれでもる。 1930 年代には保護質易政策がとられたが，讀仝次也‘界火 

戦下の各国は国内で第一次産品に代替する製品を開発しようとする努力を縫けだ。その結泉数多く 

の優れた人造品の生産が可能になった。これら人造品の開発と生産技術の改良は第二次大戦後もひ 

きつづき目覚しい進歩をとげ, 第一次産品貧易の栩対的縮小の一因となった。

今日，第一次産品輸出国の多くが工業品, ことに軽工業品の.輸出にその活路をみいだそうとして 

いるのは上述のような世界贸易の構造変化に対処するためなのである。C の場合, 第一次]蜜品輸出国
• - . * . . . . .  -；; ノ  ，. . ,

が当面する問題の一つは，先進エ寒国向けの輸出をいかにし て 仲ばすか と い う事がある。先進工業 

国の貿易政策, こどに関税構造は1930年代の不況下に国内の雇用水準の維持を儘先した名残りを 

多くとどめている。例えば米国の関税構造をみると，製造業のうち，労務費比率の高い，•いいかえ

注（1 ) 拙 稿 「世界贸易拡大のための諸政策一関税—柄引卞げを中心として， その一j 三田学会雑訧. 第 61卷第 

11号。 •
• ( 2 ) 第一次處恥輪出国のうちでも人口の多い,_ 内市場拡大の可能性のあ芩国では工業化ことに軽工業製品の生 

. 産が有望と思われる。人口，市場の大きさ（規模の経済性の効衆） と工業製恥の生産における比較優位につい 

ては、最近，次のニつの優れ/こ論文が発表されているP ノ

Donald B. Kecaing ^Population & Industrial Devolophient0 American Economic Review, June, 1968. 
Hollis B. Chenory and Lanco Taylor 'development Patterns; Among Countries and Overtime  ̂ The> 

R̂ viô V Of Economics and Statistics, ^November 1968-
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